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復興支援における日立グループの
基本的な考え方と取り組み

Hitachi’s Basic Approach and Solutions for Reconstruction Support

社会・生活の機能維持をインフラから支えるソリューション
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2011年には東日本大震災や西日本の水害などの自然災害が相次

ぎ，これら不測の事態においても，市民生活や事業の継続を可能

とする備えの重要性が再認識された。現在，それぞれの自治体や

企業では，災害に強いまちづくり，事業体づくりに向けた取り組み

が進められている。

日立グループは，復旧・復興支援におけるさまざまな活動を通して

把握したニーズと課題を整理し，社会インフラ分野での解決策を検

討している。「未来を見据えたまちづくり」を基本方針に，大規模・

広域災害時でも必要な機能を維持できる社会の実現に貢献して

いく。

1.　はじめに

2011年の東日本大震災の発生以降，日立グループは社
内被災拠点の復旧に向けた取り組みを続けるとともに，被
災地の復興に向けた支援活動を続けている。この震災にお
いては，地震や津波などによる直接的な被害のほかに，停
電，節電や計画停電，通信や交通・物流の途絶，経済活動
の停止などの事態が発生した。直接の被災地だけでなく，
多くの地域にその影響が及び，今もまさに復旧・復興の努
力が続けられている最中である。そのような中，事前に検
討・準備された対策によって，社会生活や事業活動が一定
レベルで継続できるようにすることが極めて重要であるこ
とを再認識したとの声を多く聞く。災害に備えたまち，事
業体への再構築を検討している自治体や企業も多い。
社会インフラを支える事業を担う日立グループは，その

ためにフレキシブルなシステムの構築，各種ソリューショ
ンの提供で貢献したいと考えている。そこで，実際の復興
支援活動を行うことによって把握した被災地の課題に対
し，具体的な解決策を検討した。
ここでは，「未来を見据えたまちづくり」を基本方針と

する日立グループの復興支援のあり方，実際の活動の中で

把握した各課題に対するエリアマネジメントのコンセプト
から検討中の解決策，および今後の方針について述べる。

2.　被災地が抱える課題と復興支援の方針

復興支援に際して，まず課題の整理から行った。地方に
は，以前から大都市への人口流出や少子高齢化，交通手段
の制約，農業・漁業の後継者不足，財政不足，製造業の日本
離れによる技術流出・雇用喪失などの課題があった。震災
後は被災した中小企業，農業，水産業は廃業の危機に直面
しており，技術の消滅，ひいては雇用喪失による地域経済
の衰退が社会的な問題として浮き彫りになってきた。防災
の観点では，被災情報を迅速・的確に把握し，住民へ情報
提供を確実に行うこと，また，応急時のインフラ確保など
が新たな課題として顕在化してきた（図1参照）。
政府や自治体，企業，地域住民は，災害に強い地域コ
ミュニティ・事業体の形成をめざして，これらの課題解決

従来の課題

過疎化 少子高齢化 交通手段の制約

医療体制の偏り商業施設の撤退 農業 ・ 漁業の後継者不足

財政不足 製造業の日本離れによる技術流出 ・ 雇用喪失

震災により顕在化した新たな課題

被災情報のより確実な把握 住民へのより確実な情報提供

避難手段／移動経路の確保 応急時のインフラ確保

安否確認 海外からの調達に変更 ・ 雇用喪失

図1│被災した地方が抱える課題
地方には従来の課題があり，これに加えて震災によって顕在化した新たな課
題を併せて解決していかなければならない。
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に取り組んでいる。日立グループは，これに対応し，「未
来を見据えたまちづくり」を社会インフラの面から支える
ことを基本方針に，エネルギー，水処理，交通・物流，
ICT（Information and Communication Technology），農業
の分野での対応を検討することとした（図2参照）。

まちづくりには，地域特性，効率性，環境性などの観点
から，まちを住居・商業・文教・医療ゾーン，社会インフ
ラ管理ゾーン，工業ゾーン，水産加工ゾーン，農業ゾーン
などに分けて運営することが有効である（図3参照）。
ゾーニングした新しいまちでは，まちの各機能を集約し

社会インフラ管理ゾーン

安定したエネルギー供給のため，
地域内の熱 ・ 電気 ・ 水を一元管理
する。

住居 ・ 商業 ・ 文教 ・ 医療ゾーン

住居， 商業， 文教， 医療施設など
住みやすいまちづくりを推進する。

工業ゾーン

プラント施設， 生産工場， 物流拠点
などを集約し，工業発展を推進する。

水産加工ゾーン

水産加工設備などを集約し， 地場
産業の要とする。

農業ゾーン

土壌分析などにより土地の有効活用を
検討し， 発展的な農地とする。

エリアマネジメント

コミュニティバス

高度医療施設

インターチェンジ

駅

ショッピングセンター

熱 ・ 電気 ・ 水

病院 ・ 介護施設

大学 ・ 研究所

物流センター
圃（ほ）場

青果市場 ・ 加工場

水産加工工場

生産工場プラント施設

学校
総合防災センター

分散電源

土壌分析

農地管理

物流管理

ごみ処理設備

地域冷暖房

水処理設備

冷凍 ・ 冷蔵設備

図3│新しいまちづくりのイメージ
まちを機能別にゾーニングすることにより，快適で効率的なまちづくりが可能となる。

・情報通信網の冗長化
・クラウド化によるリスク分散
・一元管理による効率化

ICT

・情報化による経営効率向上
・植物工場での高効率生産

農業

・バス活用の高度化
・ＥＶインフラの整備
・災害に強い物流拠点

交通 ・ 物流

・非常用電源
・再生可能エネルギー活用
・効率的な管理，制御

・災害に強い上下水道施設
・利用地近くでの分散処理
・汚水再利用による循環型水インフラ

エネルギー

災害に強い
地域コミュニティの形成

「未来を見据えたまちづくり」

防災 環境 ・ 省エネルギー

コミュニティ 地域活性化

水処理

図2│復興支援に向けた基本方針
「未来を見据えたまちづくり」を基本方針に，エネルギー，水処理，交通・物流，ICT，農業の各分野での対応を検討する。

注：略語説明　ICT（Information and Communication Technology），EV（Electric Vehicle）
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て運営するエリアマネジメントが有効である。エリアマネ
ジメントは，経営という視点から防災・安全・安心，電源，
水，交通などの情報をエリアマネジメントセンターに集約
し，「見える化」したうえで機能的・効率的なまちの運営
を行う手法であり，有事には課題を解決するフレキシブル
な対応も可能である（図4参照）。
日立グループは，前述した基本方針に基づき，エリアマ

ネジメントのコンセプトを取り入れて復興支援を検討して
いる。

3.　被災地のニーズに合わせた対策

被災地の自治体は，復興に向けたビジョン，復興計画を
策定している。日立グループは，これら復興ビジョンや計
画からキーワードを整理して，避難所，情報通信，エネル
ギーなどに関する自治体の課題を把握し，それらに対する
解決策をさまざまな観点から検討した（表1参照）。
この中から，情報通信，エリア管理，事業資金，避難所

の課題に対する解決策を以下に述べる。

3.1　IPベースの広帯域自営通信網
自治体への対応を通じて課題や要望のヒアリングを行っ

た結果，多数の自治体から災害に強い情報通信インフラを
自営で構築したいとの要望が寄せられた。このような要望
を踏まえ，災害時にも重要通信を確保できるよう，通信

キャリアに依存しない自営の広帯域無線通信網を検討し
た。通信網を IP（Internet Protocol）ベースで構築すること
で，音声やデータ，映像など多メディアの通信に対応させ
ることができる。また，電話や防災行政無線といった，こ
れまで独立していた通信設備を接続することで，多用途で
利用できるようになり，通信手段の冗長化にも貢献する
（図5参照）。

・ハザードマップ
・安否確認ツール

・新モビリティ
・カーシェアリング

・移動式情報インフラ
・エリアワンセグ／コミュニティFM

・各種情報の一元管理
・冗長化／クラウド化 ・小規模発電・蓄電池・PV

・エネルギーマネジメント
・EV活用

・汚水処理・再利用
・海水淡水化
・取水・送配水ルート冗長化

防災・安全・安心

エリアマネジメントセンター

電源の分散

水の確保

道路交通の充実

情報系 設設備系

情報の集約

情報提供手段の確保

図4│エリアマネジメント
まちのさまざまな情報を一元化することにより，機能的・効率的な運営を可能とする。

注：略語説明　PV（Photovoltaic），FM（Frequency Modulation）

テーマ 課　題 解決策

（1）情報通信

通信キャリアによる通信手段が
断絶し，被災現場の状況把握や
住民の安否確認ができず初動の
対応に支障を来す。

情報通信インフラの冗長化を図
るため，自治体による自営の情
報通信網を広帯域の無線を活用
して構築する。

（2）エネルギー

電力インフラの被災による停電
に加え，電力供給再開後も電力
使用量の制限や計画停電が発生
する。

再生可能エネルギーなどによ
り，商用の電力供給が停止した
場合でも最低限の電力で自活可
能なインフラを構築する。

（3）エリア管理
エリア全体でエネルギーを効率
的に管理・制御するシステムの
構築や運用が困難である。

ビルごとに大規模なサーバ導入
やシステム開発をすることなく
低コストで，エネルギーの「見
える化」や制御を行えるサービ
スを提供する。

（4）事業資金

財政難の中，復旧・復興に関わ
る多数の事業を短期間で実施し
なければならず，しかもそのた
めの資金が不足している。

民間会社が施設の建築から運営
までを一括して行い，自治体は
賃貸借の事業契約を行うこと
で，初期の財政負担を軽減する。

（5）避難所

電気や水などの生活に関わるイ
ンフラが断絶した中，想定を超
える数の被災者が避難所に集ま
り，住まいを失った被災者は避
難生活も長期化する。

避難所で発生した課題やニーズ
を整理し，今回の教訓を踏まえ
た今後の避難所として必要とな
る標準モデルを策定する。

表1│震災復興支援で明らかになった現地の課題と解決策
情報通信，エネルギー，エリア管理，事業資金，避難所の課題と検討した解
決策を示す。
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このようなシステム構成とすることで，分庁舎の電話機
から本庁舎の防災行政無線に接続して一斉同報を行った
り，防災無線機との音声通信を行ったりすることができ
る。さらに，この通信網を介して，家庭の情報提供用専用
端末（IP告知端末）やエリアワンセグなどへも情報を配信
できる。

3.2　統合型ファシリティマネジメントサービス
ビルや集合住宅のエネルギーの見える化と効率的な制御

のために，日立グループは，クラウドコンピューティング
による統合型のファシリティマネジメントサービスを提供
している。このサービスでは，エネルギー消費量の確認や
省エネルギー目標に基づく設備の遠隔制御などの省エネル
ギーや設備管理に加え，入退出履歴の管理や権限設定など
のセキュリティサービスも用意している。これにより，各
ビルへのサーバ導入や，ソフトウェア開発を行わずに，共
通的なサービスを提供できる。

3.3　民間資金活用による公共施設の整備
大規模な施設の建設を伴う復興事業では資金調達が大き

な課題となるが，その解決策の一つが民間資金を活用した
公共施設の整備である。
これは，リース会社などが資金調達から施設の建設，竣

（しゅん）工後の維持管理までを一括して行うもので，自
治体は賃貸借の事業契約を結ぶことにより，初期の財政負
担を大幅に軽減することができる。類似の事業形態である

PFI※）方式と比べて，事務処理負荷が少なく，地元企業の
採用を前提とした契約も可能である（図6参照）。

3.4　避難所向けソリューションの検討
仙台市から，「今回の大震災で最も行政への要望が寄せ

られていたのは避難所」であるとの話を聞き，エクスペリ
エンス指向アプローチによる課題抽出と解決策の検討を
行った 1）。エクスペリエンス指向アプローチとは，「ユー
ザーエクスペリエンス（経験価値）」を重視しながら，全
体最適なシステム要求開発を行うための日立独自の手法で
ある 1）。
この検討では，調査対象を仙台市内の都市型，郊外型の
合計7か所の避難所とし，最初に避難所施設長（小・中学
校長），町会長，区役所職員などへのインタビュー調査を

操作 ・ 参照用端末

同報制御サーバ

電話設備（分庁舎）

放送スピーカ

放送スピーカ

監視
カメラ

センサー

内内線
PHS

電話

IP-PBX

屋外監視カメラセンサー
広帯域無線

IP通信
主要施設間，

重要地点間を接続

無線
親機

映像 データ音声

一般公衆回線

インターネット

IP告知端末

無線
子機

無線
子機

多メディア間での
一斉同報や
双方向通話

防災行政無線

電話設備

図5│IPベースの広帯域自営通信網
通信キャリアに依存せず，多メディア間での通信が可能になる。

注：略語説明　 IP（Internet Protocol），PBX（Private Branch Exchange），PHS（Personal Handyphone System）

自治体

リース会社

運営会社

設計会社

コンソーシアム

建設会社

運営会社

維持管理会社所有者
資金調達

賃借料 事業契約
（賃貸借）

設計

建設

維持管理

（運営業務のみ別途委託）

（（運営を含める場合）

運営を含めるか
否かは選択可能

図6│民間資金活用による公共施設整備
リース会社が資金調達から施設の建設，竣工後の維持管理までを一括して行
うため，初期負担や業務負荷の軽減が期待できる。※）Private Finance Initiativeの略。民間資金などを活用した社会資本整備。
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行った。次に開設から閉鎖までの数か月間における避難所
の実態とニーズの見える化を行った。この結果を基に，仙
台市の関係者との数回のワークショップを通じて課題を分
析し，避難者の把握，避難所の運営，避難者に対する段階
的な生活再建支援などに対する解決策を検討した。避難所
の分析にあたっては，都市型避難所と郊外型避難所の違い
などに着目し，避難所と地元コミュニティとの関係性につ
いても考察している。
今後は，今回の検討で得られた知見を基に，これからの

避難所に求められる基本要件をまとめ，さまざまな自治体
における防災計画の見直しに貢献していく予定である。

4.　今後の課題

防災・減災，さらには復旧・復興のためには自助・共助・
公助がバランスした対策が重要であり，これを支える情報
の的確な共有が不可欠である。今回の震災では，国内・海
外の政府機関，自治体，民間企業やボランティアが復旧・
復興活動に携わり，情報共有の重要性はより高く認識さ
れた。
日立グループは，この課題解決のため，リスクに関する

正確な情報を関係主体間で共有し，相互に意思疎通を図る
「リスクコミュニケーション」が重要であると考え，災害
時の情報共有・発信を図るシステムの検討を続けている。
また，大規模・広域災害では，一つの地域や一つの企業

ですべてに対応することは現実的に難しい。あらかじめ有
事の際の自治体間，事業者間の連携を想定し，平時からよ
り密な連携や共同運営を行う広域連携を実現することも必
要と考える。日立グループは，広域連携に対応する支援策
の開発によって貢献したいと考えている。

5.　おわりに

ここでは，「未来を見据えたまちづくり」を基本方針と

する日立グループの復興支援のあり方，実際の活動の中で
把握した各課題に対するエリアマネジメントのコンセプト
から検討中の解決策，および今後の方針について述べた。
改めて，東日本大震災で被災された方々，関連の方々に
心からお見舞い申し上げるとともに，微力ながら復興のお
手伝いができるよう努めていきたい。
これまで述べた課題も踏まえ，日立グループの技術力と
パートナー会社の協力を結集し，社会インフラを中心に市
民生活や事業の継続性に貢献できるシステム・サービスに
よる支援を続けていく。

1）  北川，外：情報・通信システム事業におけるエクスペリエンス指向アプローチの実践，
日立評論，93，11，755～760（2011.11）
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